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■ 年金改革法が成立するも障害年金見直しはほぼ手つかず 
 

6 月 13 日、パートなどで働く人の厚生年金の適用拡大や、基礎年金の底上げ措置などを

含む年金制度改革関連法が、参議院本会議

で可決・成立しました。 

主な改正内容は「社会保険の加入対象の

拡大」「在職老齢年金の見直し」「遺族年金

の見直し」「保険料や年金額の計算に使う

賃金の上限の引き上げ」「その他の見直し」

です。 

障害年金については、限定的な見直しに

とどまりました。受給要件の一つ「保険料

納付要件」のうち、「初診日の前日において

直近 1年間に滞納がないこと」とする経過

措置の期間が、10年間延長されることのみ

が盛り込まれました。 
 

▽ 附帯決議で「社会モデル」への言及も 

しかし、法案の成立にあたり、衆議院・参議院の両院で採択された附帯決議では、障害等

級の認定について、「医学モデルのみならず社会モデルも踏まえ、機能障害のみならず日常

生活の状況等を把握した上で障害等級の認定を行うこと」と明記されました（下図）。 

これは、これまでのように診断書の数値や機能障害のみで判断するのではなく、実際の生

活のしづらさや社会的困難も考慮すべきだという方針を示したものです。 
 

▽ 長期透析者の移植後の認定改善へ期待 

この附帯決議は、とりわけ長期透析を経て腎移植を受けた方々にとって、大きな意味を持

ちます。 

腎機能の数値が改善しても、感染症などに罹り入退院を繰り返したり、重篤化して入院期

間が長期に及ぶことも少なくありません。しかし現行の認定基準では、数値が一定以上に回

復すると障害年金が支給停止となることが多く、生活実態が十分に反映されていない現状が

あります。 

今後は、「社会モデル」に基づいた障害認定へと改善されることが期待されます。就労・

通学・日常生活の実情をふまえた判断がなされるよう、更なる制度の見直しが求められます。 
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